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昨年12月の安倍政権発足以来、わが国の株式市
場は急速な回復を見せています。国内株式の取り扱
いを主要な収益源のひとつとする当社グループも、
2013年3月期は良好な経営成績を収めることがで
きました。市況が低迷を続けていた過去数年間、地
道に取り組んできた各種施策や将来への布石が、よ
うやく実を結びつつあります。

今後はこの経営環境を追い風として、中長期の成
長戦略であるグローバル･ビジョンの更なる進展を
図るとともに、充実した配当と企業価値の向上を通
じて株主の皆様のご期待に応えてまいります。なお
一層のご理解とご支援を賜りますよう心よりお願い
申し上げます。

2013年3月期の経営環境と業績を
総括してください。

事業環境の好転により、グローバル･ビジョン
の推進に一段と弾みがつきました。

2012年の秋以降、日本とアメリカで景気の回復
が顕著になってきました。とくに日本は、長年のデ
フレ容認から脱却し、世界標準の緩やかなインフレ
をつくり出す方向へと大きく舵を切っています。現
在の株式市場の活況はこうした「質的転換」がもた
らしたものであり、この先すくなくとも数年間は、
日本がリードするかたちで世界経済の成長が継続す
るものと見ています。

2013年3月期の連結業績は大幅な増収増益とな
りました。当社グループはこれまで、いかなる経営
環境においても安定した収益を確保できるよう、グ
ローバル･ビジョンのもとで利益構造の多元化を
図ってきましたが、今般の市場回復でその取り組み
を更に加速することができました。

CEOより株主の皆様へ

良好な経営環境を追い風に
グローバル･ビジョンの更なる
進展を目指してまいります。

マネックスグループ株式会社
代表執行役社長CEO

松 本  大

グローバル・ビジョンによる
戦略と成長イメージ
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米国の技術力により競争力あるグローバル取引プラットフォームの構築・内製化
　　　固定コスト削減と革新的な商品開発・BtoB事業を可能に

競争力ある商品・サービスによる
営業基盤の強化
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経営体制の整備にも注力していると伺いました。

2013年3月期の決算発表からIFRSに基づく
開示を実施しています。

企業を律するのは会計とガバナンスです。地球規
模で事業を拡大していくためには、そのふたつをグ
ローバル標準に基づいて整備し、世界に通用するフ
レームワークを構築しなければなりません。

そこで当社では、2013年3月期の決算発表から
国際会計基準（IFRS）に基づく開示を実施してい
ます。IFRSに移行することによって、M&Aを含め
たグローバルな企業活動を更に円滑化できますし、
世界に拡がる株主の皆様、ステークホルダーの皆様
に対して、より適切に説明責任を果たすことができ
ます。一方、コーポレート・ガバナンスについても、
真のグローバル企業にふさわしい組織体制の整備を
企図し、本年6月の株主総会を経て委員会設置会社
に移行することとしました。

グローバル･ビジョンの進捗状況はいかがですか。

米国トレードステーション社の技術を駆使し
て、システムの内製化を進めています。

当社グループの中核企業であるマネックス証券は、
2012年11月、米国子会社トレードステーション
社のシステムを導入して米国株取引サービスを全面
的に刷新しました。また本年5月には、両社が共同
開発した日本国内向けの新たな投資情報サービス

「MONEX INSIGHT」がスタートしています。
システムやプロセスをグローバルレベルで内製化

することは、競争力の源泉を自分たちで握ることで
あり、利益性においても他社との差別化の面におい
ても重要な意味を持っています。2014年3月期は、
一段と進化した米国株取引ツールや為替関連ツール
をリリースするとともに、商品･サービスの拡充を
グローバル規模で進めていく考えです。

2013 年 3 月期までの実績 今後の計画

米国株
● 取引プラットフォーム刷新により

国内 No.1 の米国株サービスを提供
● 売買シグナル配信
● ダウンロード型取引アプリケーション導入

● アクティブ層向け手数料体系導入

日本株 ● 売買シグナル配信開始
● 新投資情報サービス「MONEX INSIGHT」導入（2013 年 5 月正式版提供開始）
● 新取引ツールの導入

先物・オプション ● 売買シグナル配信 ● 新取引ツールの導入
投資信託・債券 ● 投資信託取扱銘柄の拡充 ● 年金型商品・独自投信の開発・提供 ● 債券取扱銘柄の拡充
投資銀行 ● Ｍ＆Ａアドバイザリー実績積上げ ● Ｍ＆Ａアドバイザリー強化

個人投資家向け ● モバイルアプリの強化
● モバイルアプリの強化継続
● 取引プラットフォーム利用料金体系の見直し

● 投資教育会社との戦略的提携強化
● オプション取引層の拡大

B to B ビジネス ● 営業展開開始 ● 積極展開

香港 ● ホワイトラベル事業の開始
● 新サービス提供（先物等）
● マーケティング活動強化

● ホワイトラベル事業の推進

中国本土 ● オンライン証券事業の可能性を引き続き模索
日本 ● IBFX 社（米国）の取引ツール「ＭＴ４」導入
米国 ● ＦＸポジション流動性管理の統合

日本

収益拡大にかかる施策

中国

FX

米国
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今後に向けての抱負をお聞かせください。

引き続き、グローバル･ビジョンの展開に経営資
源を積極投入します。

2013年3月期は例年に増して成果の多い年度と
なりました。グローバル･ビジョンの着実な前進に
加え、マネックス証券とソニーバンク証券の合併に
よるソニー銀行株式会社との連携強化など、当期の
さまざまな取り組みはいずれも、当社グループがグ
ローバルなオンライン金融グループとして飛躍する
ためのジャンプ台になるものと考えています。

続く2014年3月期も、当社グループは順調なス
タートを切ることができました。前期と同様、グ
ローバル･ビジョンの推進に経営資源を積極投入す
るとともに、収益力の向上によって株主還元の持続
的拡大を図っていく決意です。

!

IFRSの「当期利益」は連結子会社の利益のうち非支配
持分（日本基準では少数株主持分）に帰属する金額も
含んでいます。
IFRSの「親会社の所有者に帰属する当期利益」は日本
基準の「当期純利益」に相当します。

マネックス・ハンブレクトの当社持分は84％ですが、当期
利益は同社の利益を100％取り込んでいます。同社の利益
のうち16％分を除いた利益が「親会社の所有者に帰属する
当期利益」です。

「親会社の所有者に帰属する当期利益」とは？

当社における例

IFRS（国際会計基準）について

2013年３月期の
「親会社の所有者に帰属する当期利益」
を日本基準と比較

2013年３月期決算より、財務情報の国際的な比較可能性
を向上させるためにIFRSに基づく連結財務諸表の作成を開
始しました。

のれん非償却
のれんの減損損失
金融商品取引責任準備金戻入
その他

1,324百万円
△ 2,524百万円
△    209百万円
△    437百万円

親会社の所有者に帰属する
当期利益（IFRS） 3,901百万円

財務指標

当期純利益（日本基準） 5,747百万円

p o i n t
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※2009年3月期～2012年3月期は、日本基準に基づいた「営業収益」を表示しております。

※2009年3月期～2012年3月期は、日本基準に基づいた「1株当たり当期純利益」を表示しております。

※2009年3月期～2012年3月期は、日本基準に基づいた「総資産」および「純資産」を表示しております。 

※2009年3月期～2012年3月期は、日本基準に基づいた「当期純利益」を表示しております。

※2009年3月期～2012年3月期は、日本基準に基づいた「自己資本当期純利益率」を表示しております。

親会社の所有者に帰属する１株当たり当期利益
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モロー　共同開発プロジェクトの開始からリリースに至るま
で参画できたことを幸運に感じています。東京の同僚と一緒
に開発を進めることができて非常に良い刺激になりました。
河内　それまでコールセンターの運営に携わっていたので、
システム開発は門外漢で、どれだけ自分が役に立てるのか
多少の不安はありました。一方でお客様の視点を可能な限
り開発に反映させるという重要な役割を担っていましたか
ら、気の引き締まる思いがしたものです。
ジェームズ　開発スタート当時、米国チームは米国顧客向け
WEBアプリケーションの開発準備に着手したばかりでした
が、日本顧客向け共同開発の情報を早めに共有できたので、
どちらの開発プロジェクトでも利用可能な共通プログラムを
ベースにして開発を効率的に進めることができました。
山岸　私の役割はユーザビリティ検証やプロモーション全
般でしたので、プロジェクトに参加したのはサービス開始
のわずか2か月半前でした。トレードステーション社が採
用しているアジャイル開発手法※1のもとではサービス設計

書・仕様書の類いがほとんどなく、画面改善やデモ取引サ
イトの構築は開発環境で実際に操作をするなどして確認し
ながら行いました。タイトなスケジュールを何とかクリア
できて今はほっとしています。

河内　時差は大きな問題でした。夜11時からミーティング、
その後に共同でテスト、深夜2時から再度ミーティングと
いうこともありました。日米で考え方が異なり、ミーティ
ングの大半が怒鳴り合いなんてこともありました（笑）。本
気でぶつかり合ったことで、お互いの絆がより強まったの
ではないでしょうか。
モロー　時差や言語だけでなく、トレードステーション社
はアジャイル開発手法※1、マネックス証券はウォーター
フォール開発手法※2と、開発スタイルも異なっていました。
しかし、双方努力を重ねることで違いから生じる影響を抑
えることができました。言語や文化の違いを超え、共通の
目標に向かってどのように前進していくべきかを学ぶこと
ができたと思います。
ジェームズ　そうですね。開発手法に対する日米間の考え
方の違いを調整していくことが、今回のプロジェクトの最
大の課題であったと感じています。

空前の活況に沸く米国株式市場。日米の拠点が共同で日本
の投資家向けに最先端の米国株取引システムを開発し、海
外投資の新たなステージを切り拓きました。プロジェクト
の中核を担った4人の声をお聞きください。

不安と期待が交錯する中、プロジェクトがスタート 言語や文化の違いを超えて、共通のビジョンを追求

座 談 会

日本と米国の共同開発プロジェクト特 集

マネックス証券

トレードステーション社 河内 玲

マネックス証券株式会社
グローバル・システム事業部

マネックス証券株式会社
営業企画部 米国株推進室

山岸 大統

トレードステーション社
商品管理部

エド・モロー

新・米国株取 引システム

アンドリュー・
ジェームズ

トレードステーション社
商品管理部
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今年も皆様にメッセージをお伝えでき、とても光栄です。
昨年、グローバル・ビジョンの実行を皆様にお約束いた

しました。当時グローバル・ビジョンは私共にとり夢の域
をほとんど出ていませんでしたが、本日は、その実現に向
けた具体的ステップを歩み始めていることをご報告でき、
嬉しく思います。

2012年の香港・日本のお客様向け米国株の取引執行・
決済サービス開始を皮切りに、その後トレードステーショ
ン社の米国株取引システムの日本向け提供も始まりました。
日本向け新・投資情報サービス「MONEX INSIGHT」も
スタートしました。今後も日本向けのＦＸツールや日本株
取引ツールの開発に取り組んでまいります。

ビジョン実現の一環として、開発コスト抑制につながる
コスタリカ新開発拠点での30名超の採用をはじめ、この
１年で100名以上の技術スタッフを新たに採用しました。

トレードステーション社は、数々の受賞歴を誇る独自技
術を競争力の源泉として、グループ各社や世界中の企業へ
の技術提供の推進に真剣に取り組んでいます。革新的な独
自技術こそが我々の成長にとりカギであり、我々を、世界
中のオンライン証券他社から遠く前へ前へと引き離してく
れるのです。

このワクワクする道を前進する過程を、今後も皆様と共
有できれば幸いです。

サロモン・スレデニ

山岸　日本の個人投資家にとって米国株は馴染みの薄い存在
でしたが、今回、圧倒的とも言える取引環境をご用意できた
ことで、その魅力が急速に浸透していくものと期待していま
す。米国の資本市場はグローバルな優良企業が集中する世界
最大のマーケットです。米国株投資はこれからの日本の個人
投資家にとって必要不可欠な資産運用手段になるでしょう。
モロー　この米国株取引システムは、新たに構築したWEB
取引用アプリケーションをはじめ多くの特徴を備えていま
す。時間外取引も実現しましたし、取引可能銘柄も従来の
約200から約2,800へと飛躍的に増大させました。
ジェームズ　機能の追加搭載も計画しています。板発注機
能、指標アラート、投資戦略の自動化、ソーシャルメディ
アとの連携などを視野に入れており、機能を更に充実させ
た日本語版ダウンロード型アプリケーションのリリースも
考えています。日本のお客様には今後の進化にもぜひ注目
してほしいですね。

※1  「アジャイル開発手法」は短期間毎に反復確認を行いながら開発を進める
ことで、環境の変化等にも対応することができる柔軟な開発手法。

※2  「ウォーターフォール開発手法」は、明確な開発スケジュールと仕様書を
もとに各工程を順次進める開発手法。

私は今回のプロジェクトで、マネックス証券と
トレードステーション社の橋渡し役を務め、米
国にも駐在しました。大任を果たし終えて、い
ま思うのは、海外企業との協働においてはコ
ミュニケーション、つまり相互理解や歩み寄り
の努力が最も大切だということです。共同開発
が成功したのは、グローバル・ビジョンのもと、
日米の拠点が一丸となって同じ方向、同じ目標
を目指すことができたからだと考えています。

世界最大のマーケットをもっと身近な存在へ

日米間の円滑な
コミュニケーションをサポート

トレードステーション社CEO サロモン・スレデニより

保坂 依里

マネックスグループ株式会社 執行役 COO
トレードステーション社 CEO

マネックス証券株式会社
グローバル・システム事業部
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取締役会長 松本 大

取締役副会長 桑島 正治

取締役 大八木 崇史

取締役 サロモン・スレデニ

取締役
佐々木公認会計士事務所　
公認会計士

佐々木 雅一

取締役
（社外取締役・独立役員） 玉木 武至

取締役会長兼
代表執行役社長CEO 松本 大

委員長
取締役

（社外取締役・独立役員）
出井 伸之

委員
取締役

（社外取締役・独立役員）
槇原 純

委員
取締役会長兼
代表執行役社長CEO

松本 大

委員長
取締役

（社外取締役・独立役員）
玉木 武至

委員
取締役

（社外取締役・独立役員）
小高 功嗣

委員
取締役 佐々木 雅一

代表執行役社長CEO 松本 大

執行役COO サロモン・スレデニ

執行役CFO 上田 雅貴

執行役CAO※1 田名網 尚

執行役CSO※2 大八木 崇史

執行役CQO※3 桑島 正治

委員長
取締役

（社外取締役・独立役員）
槇原 純

委員
取締役

（社外取締役・独立役員）
出井 伸之

委員
取締役会長兼
代表執行役社長CEO

松本 大

取締役
（社外取締役・独立役員）
株式会社ネオテニー
取締役会長

槇原 純

取締役
（社外取締役・独立役員）
株式会社デジタルガレージ　
代表取締役CEO兼
グループCEO

林 郁

取締役
（社外取締役・独立役員）
クオンタムリープ株式会社　
代表取締役ファウンダー
＆CEO

出井 伸之

取締役
（社外取締役・独立役員）
小高功嗣法律事務所
弁護士

小高 功嗣

役 員 お よ び 執 行 部 一 覧

当社は、2013年６月22日より委員会設置会社に移行いたしました。

これにより、取締役会から執行役への大幅な権限委譲に基づいた経営環

境変化への迅速な対応が可能になるだけでなく、「執行と監督の分離」が

より明確となり、社外取締役が過半数を占める「指名」「報酬」「監査」の三

委員会の設置により経営の透明性と公正さを確保し、コーポレート・ガバ

ナンスの実効性をより高めることが可能となりました。

当社は、企業理念である「最先端のIT技術、世界標準の金融知識、そして

最高の顧客サービスと投資教育により、あらゆる投資家が最良の金融市

場と金融商品にアクセスできるようにすること」の実現を通じた企業価

値の永続的な向上を目指しております。そのための中長期戦略「グローバ

ル・ビジョン」を遂行するため、グローバルな視点および必要な専門的知

見を有する陣容により取締役会および業務執行部門を構成しております。

また、広く多様な意見の聴取も目的として、公平性および透明性の高い

ディスクロージャーの実践を積極的に推進しております。

これらの体制を通じて、バランスのとれた多面的な意見を得るコーポ

レート・ガバナンスの仕組みを構築しております。

代 表 者

取 締 役

三 委 員 会

執 行 役

指名委員会

監査委員会

報酬委員会

 （2013年6月22日現在）

※1 CAO=チーフ・アドミニストレーティブ・オフィサー
※2 CSO=チーフ・ストラテジック・オフィサー
※3 CQO=チーフ・クオリティ・オフィサー

コーポレート・ガバナンスについて
（委員会設置会社への移行）

選解任 取締役候補
の選定

選定・解職
職務執行の
監督

選解任
取締役会

会計
監査人

三委員会

代表執行役
執行役

委員の
選定・解職

報酬決定

職務執行
の監査 連携

会計監査

株主総会

監査
委員会

報酬
委員会

指名
委員会
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会 社 概 要
 （2013年3月31日現在）

2013年
3月末 36.08％ 25.69％23.39％ 9.98％

4.83％

個人・その他 外国法人等その他法人金融商品
取引業者

金融機関

所有者別株式分布状況

マネックスグループ株式会社
設　　 立 2004年8月 
代  表  者 松本 大 
資  本  金 10,393百万円
事 業 内 容 金融商品取引業等を営む会社の株式の保有
所  在  地 〒102-0083　東京都千代田区麹町2-4-1 麹町大通りビル
U   R   L http://www.monexgroup.jp/

株主メモ

大株主の状況

： 
：  

発 行 済 株 式 の 総 数
株 主 数

2,996,805株
43,688名

株式数および株主数

氏名又は名称 所有株式数（千株） 所有株式数割合（％）

オリックス株式会社 673 22.4
株式会社松本 185 6.1
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 154 5.1
ソニー株式会社 117 3.9
みずほ証券株式会社 89 3.0

 （上位5名）

事 業 年 度 4月1日〜翌年3月31日
期 末 配 当 基 準 日 3月31日
中 間 配 当 基 準 日 9月30日
定 時 株 主 総 会 毎年6月
株 主 名 簿 管 理 人 みずほ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-288-324（通話料無料）

特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-232-711（通話料無料）

上 場 市 場 東京証券取引所　第1部
証 券 コ ー ド 8698
公 告 方 法 電子公告により行います。

 公告掲載URL http://www.monexgroup.jp/
（ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。）




